
別記第１号様式（第２条関係）

優 良 宅 地 認 定 申 請 書

第２８条の４第３項第５号イ
第３１条の２第２項第１４号ハ

租税特別措置法 第６２条の３第４項第１４号ハ の規定に基づき，優良な宅地（同法
第６３条第３項第５号イ
第６８条の６９第３項第５号イ

第３１条の２第２項第１４号ハまたは第６２条の３第４項第１４号ハに規定する宅地の造

成にあっては，住宅建設の用に供される優良な宅地）の供給に寄与するものであることの

認定を申請します。

年 月 日 ※手数料欄

函館市長 様

住所 法人にあっては，主たる
事務所の所在地

申請者
氏名 法人にあっては，その 印

名称および代表者の氏名

１ 宅地造成区域に含まれ
造 る地域の名称

成 ２ 宅地造成区域を含む都
市計画区域の名称

宅
３ 宅地造成区域の面積 平方メートル

地
４ 宅地の用途

の
５ 工事着手の予定年月日 年 月 日

概
６ 工事完了の予定年月日 年 月 日

要
７ その他必要な事項

※受付番号 年 月 日 第 号

※認定番号 年 月 日 第 号

備考１ ※印の欄には，記載しないこと。
２ 「その他必要な事項」の欄には，宅地造成を行うことについて，宅地造成等規制法そ

の他の法令による許可，認可等を要する場合には，その手続の状況を記載すること。
３ 認定申請に当たっては，申請文中当該認定の根拠となる条項以外の条項は，抹消する

こと。
なお，申請が租税特別措置法第３１条の２第２項第１４号ハ又は第６２条の３第４項
第１４号ハに基づくものでない場合には，２欄については記載しない。



別記第２号様式（第２条関係）

優 良 宅 地 認 定 申 請 書

第２８条の４第３項第７号イ
租税特別措置法 第６３条第３項第７号イ の規定に基づき，優良な宅地の供給

第６８条の６９第３項第７号イ

に寄与するものであることの認定を申請します。

年 月 日

※手数料欄

函館市長 様

住所 法人にあっては，主たる
事務所の所在地

申請者
氏名 法人にあっては，その 印

名称および代表者の氏名

造 １ 宅地造成区域に含まれ
成 る地域の名称
宅
地 ２ 宅地造成区域の面積 平方メートル
の
概 ３ 宅地の用途
要

４ その他必要な事項

※受付番号 年 月 日 第 号

※認定番号 年 月 日 第 号

備考１ ※印の欄には，記載しないこと。
２ 「その他必要な事項」の欄には，宅地造成を行うことについて，宅地造成等規制法そ

の他の法令による許可，認可等を要する場合には，その手続の状況を記載すること。
３ 認定申請に当たっては，申請文中当該認定の根拠となる条項以外の条項は，抹消する

こと。



別記第３号様式（第２条関係）
設 計 説 明 書

造成区域名

設計の方針

工 区 第 工区 第 工区 第 工区 第 工区

工区の区分 地 番

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

地 目 宅 地 農 地 山 林 その他 計
地目別概

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
造成区域内 要

割 合 ％ ％ ％ ％ ％
の土地の現

所有者別 自己所有 買収予定 他人所有 その他 計
況 所有者別

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
概要

割 合 ％ ％ ％ ％ ％

区 分 住宅用地 住宅用地以外 公共施設用地 その他の用 計
の 宅 地 地

土地利用計
面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

画
割 合 ％ ％ ％ ％ ％

区 分 道 路 用 地 公園広場等用地 その他の用地 計

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

公共施設の 割 合 ％ ％ ％ ％

整備計画 給水施設
その他の

電気施設
施設

ガス施設

注 1 「設計の方針」欄には，事業の目的，設計の設定に関する方針等をできるだけ詳しく
記載すること。

2 「工区の区分」欄には，造成区域を工区に分けた場合にのみ記載するものとし，その
場合には，別に工区区分図を添付すること。



１ 新たに設置される公共施設

種 類 番号 概 要 管 理 者 用地の帰属 摘 要

幅員寸法 延 長 面 積

ｍ ｍ ㎡

２ 新たな公共施設が設置されることにより，廃止される従前の公共施設

種 類 番号 概 要 管理者 公共施設 用地の帰 摘 要
の用に供 属

幅員寸法 延 長 面 積 する土地
の所有者

ｍ ｍ ㎡



別記第４号様式（第３条関係）

優 良 宅 地 認 定 書

第 号

年 月 日

住 所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名） 様

函館市長 印

年 月 日申請の宅地の造成は，租税特別措置法

第２８条の４第３項第５号イ
第３１条の２第２項第１４号ハ
第６２条の３第４項第１４号ハ に規定する優良な宅地（同法第３１条の２第２項第１４号
第６３条第３項第５号イ
第６８条の６９第３項第５号イ

ハまたは第６２条の３第４項第１４号ハに規定する宅地の造成にあっては，住宅建設の用に供

される優良な宅地）の供給に寄与するものであることを，次のとおり認定します。

記

１ 宅地造成区域に含まれる地域の名称

２ 宅地造成区域を含む都市計画区域の名称

３ 宅地造成区域の面積

４ 宅地の用途

５ 工事着手の予定年月日

６ 工事完了の予定年月日



別記第５号様式（第３条関係）

優 良 宅 地 認 定 証 明 書

第 号

年 月 日

住 所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名） 様

函館市長 印

年 月 日申請の宅地の造成は，租税特別措置法

第２８条の４第３項第７号イ
第６３条第３項第７号イ に規定する優良な宅地の供給に寄与するものであることに
第６８条の６９第３項第７号イ

ついて，次のとおり認定したことを証明します。

記

１ 宅地造成区域に含まれる地域の名称

２ 宅地造成区域の面積

３ 宅地の用途



別記第６号様式（第５条関係）

優 良 宅 地 証 明 申 請 書

年 月 日

函館市長 様

住 所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
申請者

氏 名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）印

年 月 日付 第 号で優良宅地認定を受けた宅地の造成について，

次のとおり当該認定の内容に適合している旨の証明を申請します。

記

１ 宅地造成区域又は工区に含まれる地域の名称

２ 工事完了の年月日



別記第７号様式（第５条関係）

優 良 宅 地 証 明 書

第 号

年 月 日

函館市長 印

次の宅地の造成は， 年 月 日付 第 号で認定した内容に適合し

ていることを証明します。

記

１ 宅地造成区域又は工区に含まれる地域の名称

２ 宅地造成区域の面積

３ 証明を受けた者の住所及び氏名
（法人にあっては，主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）



別記第８号様式（第６条関係）

工 事 廃 止 届 出 書

年 月 日

函館市長 様

住 所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
届出者

氏 名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）印

年 月 日付 第 号で優良宅地認定を受けた宅地の造成に関する工

事を次のとおり廃止しましたので，届け出ます。

記

１ 宅地の造成に関する工事を廃止した年月日

２ 宅地の造成に関する工事の廃止に係る地域の名称

３ 宅地の造成に関する工事の廃止に係る地域の面積



別記第９号様式（第７条関係）

地 位 承 継 届 出 書

年 月 日

函館市長 様

住 所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
届出者

氏 名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）印

年 月 日付 第 号で優良宅地認定を受けた宅地の造成について，

次のとおり認定に基づく地位を承継したので，届け出ます。

記

１ 承継年月日

２ 被承継人の住所及び氏名
（法人にあっては，主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）

３ 承継の原因



別記第１０号様式（第９条関係）

優 良 宅 地 認 定 申 請 書

第２８条の４第３項第５号イ
第２８条の４第３項第７号イ

租税特別措置法 第６３条第３項第５号イ の規定に基づき，優良な宅地の供給
第６３条第３項第７号イ
第６８条の６９第３項第５号イ
第６８条の６９第３項第７号イ

に寄与するものであることの認定を申請します。

年 月 日 ※手数料欄

函館市長 様

住所 法人にあっては，主たる
事務所の所在地

申請者
氏名 法人にあっては，その 印

名称および代表者の氏名

造 １ 宅地造成区域に含まれ
る地域の名称

成
２ 宅地造成区域の面積 平方メートル

宅
３ 宅地の用途

地
４ 工事着手年月日 年 月 日

の
５ 工事完了(予定)年月日 年 月 日

概
６ その他必要な事項

要

※受付番号 年 月 日 第 号

※認定番号 年 月 日 第 号

備考１ ※印の欄には，記載しないこと。
２ 「その他必要な事項」の欄には，宅地造成を行うことについて，宅地造成等規制法そ

の他の法令による許可，認可等を要する場合には，その手続の状況を記載すること。
３ 認定申請に当たっては，申請文中当該認定の根拠となる条項以外の条項は，抹消する

こと。



別記第１１号様式（第９条関係）

優 良 宅 地 認 定 証 明 書

第 号

年 月 日

住 所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名） 様

函館市長 印

年 月 日申請の宅地の造成は，租税特別措置法

第２８条の４第３項第５号イ
第２８条の４第３項第７号イ
第６３条第３項第５号イ に規定する優良な宅地の供給に寄与するものであること
第６３条第３項第７号イ
第６８条の６９第３項第５号イ
第６８条の６９第３項第７号イ

について，次のとおり認定したことを証明します。

記

１ 宅地造成区域に含まれる地域の名称

２ 宅地造成区域を含む都市計画区域の名称

３ 宅地造成区域の面積

４ 宅地の用途


